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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

回次 第46期中 第47期中 第48期中 第46期 第47期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

(1) 連結経営指標等       

売上高 (百万円) 109,813 111,350 129,364 236,225 245,193

経常利益 (百万円) 4,933 4,700 6,132 15,606 16,409

中間(当期)純利益 (百万円) 2,146 2,184 3,523 7,266 9,270

純資産額 (百万円) 124,164 127,293 137,881 127,276 131,516

総資産額 (百万円) 184,695 190,726 208,054 192,002 201,067

１株当たり純資産額 (円) 2,654.85 2,755.71 2,971.56 2,738.03 2,876.03

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 44.33 47.09 76.93 148.94 196.21

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 44.33 46.85 76.57 148.53 195.23

自己資本比率 (％) 67.23 66.75 66.27 66.29 65.41

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 6,527 2,568 2,944 24,570 17,566

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △5,346 △7,804 △7,360 △6,675 △14,215

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,867 △1,081 △4,132 △14,259 △4,252

現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

(百万円) 34,976 39,799 36,672 46,114 45,176

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
6,688 
(3,937)

6,656
(4,781)

7,244
(6,309)

6,538 
(4,132)

6,804
(4,953)

(2) 提出会社の経営指標等     

売上高 (百万円) 105,384 104,896 123,482 226,814 231,191

経常利益 (百万円) 6,099 5,427 6,131 17,109 17,331

中間(当期)純利益 (百万円) 3,423 2,788 3,651 9,131 9,328

資本金 (百万円) 18,739 18,739 18,739 18,739 18,739

発行済株式総数 (千株) 52,119 52,119 52,119 52,119 52,119

純資産額 (百万円) 124,086 128,723 138,768 128,093 132,478

総資産額 (百万円) 181,378 189,333 203,579 189,900 199,428

１株当たり 
中間(年間)配当額 

(円) 14 22 ― 33 49

自己資本比率 (％) 68.41 67.99 68.16 67.45 66.43

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数) 

(名) 
2,003 
(88)

1,795
※５ 

1,834
※５ 

1,949 
(78)

1,780
※５ 



 (注) １ 平成16年３月期より、「固定資産の減損に係る会計基準」(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)が適用できることになったことに伴い、平成16年３月期より同会計基準及び同適用指針を適用

しております。 

 ２ 平成16年９月期の中間連結会計期間より、㈱ワールドビジネスサポート及び㈱イッツデモは新規設立により連結の範囲

に含めております。 

   従来連結の範囲に含めておりました㈲ビッグステップにつきましては、清算により連結の範囲から除外しております。

 ３ 平成17年３月期の連結会計年度より、従来連結の範囲に含めておりました㈱エー・ティーは株式譲渡により、連結の範

囲から除外しております。 

 ４ 平成17年９月期の中間連結会計期間より、㈱プライムキャスト、㈱ワールドインダストリー福島及び㈱ジェイテックス

は、新たに株式を取得したことにより連結の範囲に含めております。 

※５ 平成16年９月期より、パート社員等は従業員数の10％未満であるため記載を省略しております。 

 ６ 売上高には、消費税等(消費税及び地方消費税をいう。以下同じ)は含まれておりません。 

  



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、新たに親会社及び連結子会社となった会社は以下のとおりであります。 
  

(注) １ 連結売上高に占める売上高(連結会社相互間の内部売上高を除く)の割合が10％を超えている会社はありません。 

２ 「議決権の所有〔被所有〕割合」欄の(内書)は間接所有割合であります。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 
平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は、就業人員であります。 

  また、パート社員等は( )内に１人１日８時間換算等による当中間連結会計期間の平均人数を外数で記載しております。

２ 上記従業員数(7,244名)のうち、衣料品事業に従事する人員は、6,894名であり、残りはその他事業に従事しております。

  

(2) 提出会社の状況 
平成17年９月30日現在 

(注) 従業員数は、就業人員であります。 

パート社員等は従業員数の10％未満であるため記載を省略しております。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには、㈱ワールドにおいてワールド労働組合(組合員数1,584人)、㈱ワールドインダストリーにおい

てワールドインダストリー松本研究所労働組合(組合員数67人)が組織されており、それぞれゼンセン同盟に加盟し

ております(組合員数は平成17年９月30日現在)。尚、労使関係は安定しており、特記すべき事項はありません。 

名称 住所 資本金 
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の
所有 

〔被所有〕
割合 
(％) 

関係内容

役員の兼任

資金
援助 営業上の取引 設備の賃貸借当社

役員 
(名) 

当社
従業員
(名) 

(親会社)         
㈱ハーバー 
ホールディングス 
アルファ 

神戸市 
中央区 18,010 株式の所有 〔95.2〕 1 ― ― ― ― 

㈱ハーバー 
ホールディングス 
ベータ 

神戸市 
中央区 510 株式の所有 (〔95.2〕) 1 ― ― ― ― 

(連結子会社)         

㈱プライムキャスト 東京都 
渋谷区 20 

衣料品、服飾雑
貨 の 企 画、生
産、物流のコー
ディネート 

55.0 4 1 貸付金
当社商品の購
入先 建物の賃貸

㈱ワールド 
インダストリー福島 

福島県 
伊達郡 
保原町 

109 ニット製品の企
画・製造・販売 100.0 4 3 貸付金

当社商品の購
入先 ― 

㈱ジェイテックス 東京都 
目黒区 750 

ホームファッシ
ョン商品の企
画・販売 

100.0 4 1 ― ― ― 

従業員数(名) 7,244(6,309)

従業員数(名) 1,834



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 
(1) 業績 

日本経済におきましては、企業収益や景気指数の改善など景気回復傾向があるものの、個人消費におきまして

は、雇用環境や所得回復などはまだまだ鈍く、原油価格の高騰、海外情勢なども影響し、依然として厳しい状況が

続いております。 

このような経営環境の中、当中間連結会計期間はそれぞれの事業においてマーケットや顧客の変化、ニーズに対

応し、出店を拡大することで、百貨店、ファッションビル、ショッピングセンターなどで展開している小売事業全

般が好調に推移し、順調な成績を残すことができました。 

また、変化の激しいファッションビジネスにおいて、顧客に絶えず価値を提供し、継続的な成長を維持し続ける

ために、業態開発、ブランド開発は重要と捉えており、今期も新規業態開発を積極的に行いました。 

国内事業では、百貨店チャネルに向けた主力ブランドである「アンタイトル」「インディヴィ」が、商品の上質

化や顧客に対応したフェアの開催といった販売サービスの向上に加え、広告宣伝が奏功し、売上を大きく伸長しま

した。加えてニューミセス、トランスキャリアを対象にしたブランドも引き続き売上を伸ばしており、プラットフ

ォーム事業、レディース事業共に順調な結果となりました。 

ファッションビル、駅ビル、郊外・近郊のＳＣチャネルに向けて事業を展開しているコモディティ事業では、

「ハッシュアッシュ」「三寒四温」などのファミリーブランドを展開するＦＣＯＭ業態、「インデックス」「ジ・

エンポリアム」といったヤング・キャリアに向けて価格訴求型セレクトショップを展開するＢＣＯＭ業態の二つを

柱に当中間連結会計期間も売上を伸ばす結果となりました。 

また、2004年春にブランドリニューアルし、顧客の変化に対応してきた「オゾック」の売上が下げ止まり、再成

長の兆しが見え始めました。 

今後の重要マーケットとして注力しているメンズ事業では、「タケオキクチ」「ザ・ショップ ＴＫタケオキク

チ」などの既存ブランドが好調に推移し、「アンタイトルメン」「ハロッズ」といった新ブランドをスタートさせ

ることで大人の男性に向けたマーケットの開発を進めました。 

一方、取引先専門店の環境変化により売上が減少している専門店事業では、「ＷＲＳ」の導入や新規取引先の拡

大など次なる手を講じたものの、依然として厳しい状況が続いております。 

海外事業では、中国を中心にアジア地域で「コルディア」「ファージュ」といったブランドを展開しており、収

益性、成長性ともに順調に推移し、今後の事業拡大に向けた体制を整えてまいりました。 

グループ経営では、一部の子会社を除き売上、利益ともに順調に成長し、収益基盤が整ってまいりました。 

この結果、当中間連結会計期間の業績は、売上高1,293億64百万円(前年同期比16.2％増)、経常利益61億32百万円

(前年同期比30.5％増)、中間純利益35億23百万円(前年同期比61.3％増)となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、29億44百万円の収入(前年同期比３億76百万円 収

入増)となりました。これは主に、前年同期に比べ、税金等調整前中間純利益が15億34百万円増加したものの、法人

税等の支払額が28億32百万円増加したことなどによるものであります。 

投資活動によるキャッシュ・フローは、73億60百万円の支出(前年同期比４億44百万円 支出減)となりました。こ

れは主に、前年同期に比べ、新規出店等に伴う店舗資産の増加等があったものの、長期差入保証金の増加が13億66

百万円減少したことなどによるものであります。 

財務活動によるキャッシュ・フローは、41億32百万円の支出(前年同期比30億50百万円 支出増)となりました。こ

れは主に、社債の償還50億円があったことなどによるものであります。 

この結果、現金及び現金同等物の当中間連結会計期間末残高は、前連結会計年度末より85億３百万円減少して、

366億72百万円となりました。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入実績は次のとおりであります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績は次のとおりであります。 

① 品目別売上状況 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

婦人服 3,956 △2.9 

合計 3,956 △2.9 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

婦人服 33,533 ＋8.6 

紳士服 5,324 ＋22.0 

子供服 1,366 ＋60.4 

服飾装身具 12,665 ＋38.2 

その他 209 △10.4 

合計 53,100 ＋16.7 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

婦人服 82,161 ＋10.0 

紳士服 15,707 ＋20.1 

子供服 3,229 ＋52.4 

服飾装身具 27,448 ＋33.1 

その他 817 △4.1 

合計 129,364 ＋16.2 



② ブランド別売上状況 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 上記ブランドには、ストアブランドが含まれております。 

  

(参考) 

当社グループの主な販売形態である直営店の地域別売上は以下の通りであります。 

  

(注) １ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 直営店とは、販売員、商品、店舗設備、保証金、敷金等を自己支出により投資している店舗であります。(百貨店等の売

上仕入契約を締結している店舗を含んでおります。) 

  

尚、「受注状況」につきましては、該当事項はありません。 

  

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 

アンタイトル 13,451 ＋17.2 

インディヴィ 10,005 ＋10.8 

ハッシュアッシュ 8,711 ＋25.5 

インデックス 7,144 ＋21.0 

タケオキクチ 6,320 ＋9.1 

オゾック 5,872 ＋4.6 

ビルダジュール 5,471 ＋15.4 

ザ・ショップ TKタケオキクチ 4,581 ＋48.2 

ジ・エンポリアム 4,023 ＋8.7 

クードシャンス 3,932 ＋6.4 

その他 59,850 ＋16.5 

合計 129,364 ＋16.2 

区分 金額(百万円) 前年同期比(％) 構成比(％) 期末店舗数(店) 

東京都 25,920 ＋15.6 24.8 355 

大阪府 14,044 ＋32.0 13.4 212 

神奈川県 7,589 ＋22.5 7.3 130 

愛知県 6,781 ＋18.9 6.5 110 

千葉県 5,313 ＋34.2 5.1 93 

兵庫県 5,120 ＋33.6 4.9 91 

福岡県 4,789 ＋25.7 4.6 78 

埼玉県 3,623 ＋20.1 3.5 70 

北海道 3,322 ＋22.1 3.2 70 

京都府 3,285 ＋19.7 3.1 54 

広島県 2,559 ＋25.9 2.5 52 

静岡県 2,037 ＋37.8 2.0 31 

その他 20,035 ＋28.3 19.1 535 

直営店売上高合計 104,422 ＋24.1 100.0 1,881 



３ 【対処すべき課題】 

ファッションビジネスは、消費者の嗜好の変化が大きく、気象状況や季節要因などの影響を受けやすいことから、

適切に経営環境の変化に対応することは容易ではなく、そのため常に事業リスクを先読みし、適切にリスクを管理す

ることが求められます。このような事業特性や環境の下で、経営環境の変化に柔軟に対応した機動的な経営戦略や施

策を、短期的な業績の変動に左右されることなく迅速に遂行する体制を整備するとともに、さらに自己責任を明確に

した経営体制への転換を図るため、株式会社ワールドの株式を非公開化することにいたしました。東京証券取引所及

び大阪証券取引所の上場廃止基準に従い、11月15日をもって上場廃止となっております。非公開化後においても、透

明で誠実な経営戦略を推進し、社会や当社を取り巻くステークホルダーの信頼を獲得し続けることができるよう、コ

ーポレート・ガバナンスの強化に更に努めてまいります。 

事業経営におきましては、絶えず進化する顧客の消費行動、市場や買い場の変化を把握し、業態開発、ブランド開

発を行うことで、更なる成長に向けて対応してまいります。既存事業では、顧客に満足いただくためにより良い商品

を提供し、店舗環境の整備、サービスの向上に努める一方で、機会ロスと在庫ロスを軽減し、収益性を保ちながらも

成長を促してまいります。新しい価値を生み出す新規事業と既存事業との投資バランスをとり、コンペティターの動

向も認識することで業態及びブランド開発の方向性、店舗開発の精度をチェックし、継続的に企業として成長してい

きたいと考えております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成17年９月28日開催の取締役会において、当社が株式会社ハーバーホールディングスアルファの完全子

会社となる旨の株式交換契約について決議し、同日付けで株式交換契約を締結いたしました。 

同契約は、産業活力再生特別措置法第12条の４第２項に基づくものであり、平成17年12月１日に株式交換を実施し

ております。 

  

(1) 株式交換の相手会社の名称、住所、代表者の氏名、資本金及び事業の内容 

  

(2) 株式交換の目的 

株式会社ハーバーホールディングスアルファは産業活力再生特別措置法に基づく経営資源再活用計画の認定を取

得しており、本株式交換は、株式会社ハーバーホールディングスアルファが同法第12条の９及び第12条の４第２項

に基づき金銭交付により当社を完全子会社とするものであり、これにより当社が経営環境の変化に柔軟に対応した

機動的な経営戦略や施策を迅速に遂行することを目的としております。 

  

(3) 株式交換の方法 

株式会社ハーバーホールディングスアルファは、平成17年11月30日の最終の株主名簿に記載または記録された当

社株主(株式会社ハーバーホールディングスアルファを除く)に対し、その保有する当社株式１株につき、4,700円の

割合で金銭を交付し、当該各株主の保有する当社株式が株式会社ハーバーホールディングスアルファに移転するこ

とにより当社は同社の完全子会社となっております。 

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

① 名称 株式会社ハーバーホールディングスアルファ 

② 住所 兵庫県神戸市中央区港島中町六丁目８番１ 

③ 代表者の氏名 代表取締役社長 寺井 秀藏 

④ 資本金 18,010百万円 

⑤ 事業の内容 衣料品、服飾品及び装身具等の製造・販売・輸出入。当該事業を営む会社

及びこれに相当する事業を営む外国会社の株式または持分を所有すること

による当該会社の事業活動の支配・管理 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

前連結会計年度末において計画しておりました設備計画は、当中間連結会計期間末において以下のとおり変更して

おります。 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

設備の区分 必要性 
予算額
(百万円)

既支払額
(百万円)

今後の
所要資金
(百万円)

着工年月
完成予定 
年月 

備考 

営業設備 販売力強化 13,003 4,024 8,978
平成17年
４月 

平成18年 
３月 

所有及び
賃借店舗 

社屋設備等 
社屋等の 
整備 

1,014 483 531
平成17年
４月 

平成18年 
３月 

  

ソフトウェア開発等 業容の充実 1,781 1,009 772
平成17年
４月 

平成18年 
３月 

  

計 ― 15,799 5,517 10,281 ― ― ― 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 「株式の消却が行われた場合は、これに相当する株式数を減ずる」旨を定款に定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ 当社は、平成17年12月１日をもって㈱ハーバーホールディングスアルファと株式交換を実施し平成17年11月15日に㈱東京

証券取引所市場第一部及び㈱大阪証券取引所市場第一部上場廃止となっております。 

２ 当社は、平成17年11月30日開催の取締役会において、商法第212条の規定に従い自己の普通株式を消却することを決議

し、消却手続きを完了致しましたが、失効の登記が完了していない為、提出日現在の発行済株式数から5,722,465株を減

じておりません。 

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 208,000,000

計 208,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月８日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 52,119,512 52,119,512

㈱東京証券取引所
市場第一部 
㈱大阪証券取引所 
市場第一部 

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式 

計 52,119,512 52,119,512 ― ― 



(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 52,119 ― 18,739 ― 22,428



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

(注) １ ㈱ハーバーホールディングスアルファは、平成17年７月27日から平成17年９月１日まで当社普通株式に対する公開買付を

実施したことにより、当社の主要株主となっています。 

２ 上記以外に、当社は自己株式5,719千株(11.0％)を保有しております。 

３ 上記の株主の所有株式数には、信託業務又は株式保管業務に係る株式数が含まれている場合があります。 

４ シュローダー投信投資顧問㈱他グループ１社から平成17年９月５日付で大量保有報告書の提出があり、平成17年８月31日

現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末の実質所有株式数の確認が

できないため上記大株主の状況には含めておりません。 

  尚、シュローダー投信投資顧問㈱他グループ１社の大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。 

５ メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ㈱他グループ３社から平成17年９月12日付で大量保有報告書の提出があ

り、平成17年８月31日現在で以下の株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として当中間会計期間末の実

質所有株式数の確認ができないため上記大株主の状況には含めておりません。 

  尚、メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ㈱他グループ３社の大量保有報告書の内容は以下のとおりでありま

す。 

６ 当社は、平成17年12月１日をもって㈱ハーバーホールディングスアルファと株式交換を実施し、同社の完全子会社となっ

ております。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

㈱ハーバーホールディングス 
アルファ 

兵庫県神戸市中央区港島中町６―８―１ 44,159 84.7

野村證券㈱ 東京都中央区日本橋１―９―１ 290 0.6

モルガンスタンレーアンドカン
パニーインク 
(常任代理人 モルガン・スタ
ンレー証券会社東京支店) 

1585 BROADWAY NEW YORK,
NEW YORK 10036.U.S.A. 

(東京都渋谷区恵比寿４―20―３) 
236 0.5

バークレイズバンクピーエルシ
ーバークレイズキャピタルセキ
ュリティーズエスビーエルピー
ビーアカウント 
(常任代理人 スタンダードチ
ャータード銀行) 

 
1 CHURCHILL PLACE,LONDON 
E14 5HP.UNITED KINGDOM 
  

(東京都千代田区永田町２―11―１) 

227 0.4

日本マスタートラスト 
信託銀行㈱(信託口) 

東京都港区浜松町２―11―３ 202 0.4

㈱新生銀行 東京都千代田区内幸町２―１―８ 198 0.4

クレディットスイスチューリッ
ヒ 
(常任代理人 ㈱東京三菱銀行) 

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX
600 CH-8070 ZURICH SWITZERLAND 
(東京都千代田区丸の内２―７―１) 

175 0.3

新道繊維工業㈱ 福井県あわら市伊井60―１ 100 0.2

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セ
キュリティーズ(ジャパン)リミ
テッド 
(ビー・エヌ・ピー・パリバ証
券会社) 

東京都千代田区大手町１―７―２ 67 0.1

エイチエスビーシープライベー
トバンクスイスエスエージュネ
ーブ 
(常任代理人 香港上海銀行東
京支店) 

 
2 PLACE DU LAC,CASE POSTALE 3580, 
1211 GENEVA 3.SWITZERLAND 
  

(東京都中央区日本橋３―11―１) 

65 0.1

計 ― 45,723 87.7

大量保有者名 
シュローダー投信投資顧問㈱
他グループ会社１社 

保有株式数 760千株 
株式保有割合 1.5％ 

大量保有者名 
メリルリンチ・インベストメント・マネジャーズ㈱ 

他グループ会社３社 

保有株式数 1,945千株 

株式保有割合 3.7％ 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,300株(議決権23個)含まれておりま

す。 

２ 単元未満株式数には当社所有の自己株式22株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成17年９月30日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、㈱大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりであります。 

退任役員 

  

(注) 渡辺博司は、平成17年10月１日をもって取締役兼常務執行役員CGO(海外担当)海外事業本部長から取締役兼常務執行役員CGO

(海外担当)海外事業部長に、また、平成17年10月21日をもって取締役に異動しております。 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 5,719,000

―
権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式 46,384,800 463,848 同上

単元未満株式 普通株式 15,712 ― 同上

発行済株式総数 52,119,512 ― ― 

総株主の議決権 ― 463,848 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
㈱ワールド 

神戸市中央区港島 
中町６－８－１ 

5,719,000 ― 5,719,000 11.0

計 ― 5,719,000 ― 5,719,000 11.0

月別 
平成17年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 3,900 3,660 3,920 4,760 4,700 4,800

最低(円) 3,300 3,280 3,580 3,890 4,610 4,530

役職名 氏名 退任年月日 

取締役 渡 辺 博 司 平成17年11月20日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び第47期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平

成17年４月１日から平成17年９月30日まで)及び第48期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月

30日まで)の中間連結財務諸表及び中間財務諸表については中央青山監査法人の中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金    20,782 36,098   25,061 

２ 受取手形及び売掛金    24,824 28,731   27,735 

３ 有価証券    17,799 100   18,699 

４ 棚卸資産    19,372 24,001   18,269 

５ 繰延税金資産    2,861 3,445   3,532 

６ その他    8,866 9,622   4,216 

７ 貸倒引当金    △310 △452   △452 

流動資産合計    94,195 49.4 101,546 48.8   97,062 48.3

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物及び構築物   20,522   23,175 21,747   

(2) 機械装置 
  及び運搬具   231   237 204   

(3) 土地   35,876   31,029 35,874   

(4) 建設仮勘定   286   1,075 168   

(5) その他   9,553 66,469 34.9 10,295 65,813 31.6 9,919 67,914 33.8

２ 無形固定資産    2,733 1.4 3,310 1.6   2,658 1.3

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   4,894   10,289 6,468   

(2) 長期貸付金   247   252 281   

(3) 長期差入保証金   19,269   24,452 23,853   

(4) 繰延税金資産   1,008   42 593   

(5) その他   4,502   4,852 4,704   

(6) 貸倒引当金   △2,595 27,327 14.3 △2,506 37,384 18.0 △2,468 33,432 16.6

固定資産合計    96,530 50.6 106,508 51.2   104,004 51.7

資産合計    190,726 100.0 208,054 100.0   201,067 100.0



  

    前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形及び買掛金    31,499 37,263   32,145 

２ 短期借入金    3,150 4,222   3,550 

３ １年内返済予定の 
  長期借入金    874 1,413   1,075 

４ １年内償還予定の 
  社債    5,000 ―   5,000 

５ 未払金    11,255 12,194   12,500 

６ 未払法人税等    271 1,907   5,134 

７ 未払消費税等    231 369   332 

８ 賞与引当金    3,014 3,249   3,038 

９ 役員賞与引当金    ― 100   ― 

10 返品調整引当金    1 1   1 

11 その他    4,538 3,878   3,646 

流動負債合計    59,838 31.4 64,600 31.1   66,425 33.1

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金    1,145 577   400 

２ 退職給付引当金    1,641 2,284   1,884 

３ 繰延税金負債    ― 834   ― 

４ 再評価に係る 
  繰延税金負債    122 1,110   122 

５ その他    599 648   641 

固定負債合計    3,508 1.8 5,455 2.6   3,048 1.5

負債合計    63,346 33.2 70,055 33.7   69,473 34.6

(少数株主持分)          

少数株主持分    86 0.0 117 0.0   76 0.0

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    18,739 9.8 18,739 9.0   18,739 9.3

Ⅱ 資本剰余金    22,429 11.8 22,440 10.8   22,440 11.2

Ⅲ 利益剰余金    99,695 52.3 106,246 51.1   105,701 52.6

Ⅳ 土地再評価差額金    178 0.1 1,617 0.8   178 0.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    2,439 1.3 5,002 2.4   2,790 1.4

Ⅵ 為替換算調整勘定    △685 △0.4 △556 △0.3   △759 △0.4

Ⅶ 自己株式    △15,503 △8.1 △15,609 △7.5   △17,573 △8.8

資本合計    127,293 66.8 137,881 66.3   131,516 65.4

負債・少数株主持分 
及び資本合計    190,726 100.0 208,054 100.0   201,067 100.0

           



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    111,350 100.0 129,364 100.0   245,193 100.0

Ⅱ 売上原価 ※１  44,682 40.1 51,098 39.5   97,175 39.6

売上総利益    66,668 59.9 78,266 60.5   148,017 60.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※２  61,132 54.9 71,741 55.5   129,638 52.9

営業利益    5,535 5.0 6,524 5.0   18,379 7.5

Ⅳ 営業外収益          

１ 受取利息   23   12 49   

２ 賃貸収入   156   194 301   

３ その他営業外収益   251 431 0.4 630 838 0.6 559 909 0.4

Ⅴ 営業外費用          

１ 支払利息   79   38 156   

２ 貸倒引当金繰入額   85   40 268   

３ 商品廃棄損   277   362 685   

４ 原糸・原反処分損   18   ― 34   

５ 原糸・原反評価損   349   236 739   

６ 持分法による 
  投資損失   81   87 163   

７ その他営業外費用   373 1,265 1.2 463 1,229 0.9 831 2,879 1.2

経常利益    4,700 4.2 6,132 4.7   16,409 6.7

Ⅵ 特別利益          

１ 固定資産売却益 ※３ 936   827 941   

２ 投資有価証券売却益   23 959 0.9 ― 827 0.6 24 966 0.4

Ⅶ 特別損失          

１ 固定資産売却損 ※４ ―   ― 1   

２ 固定資産除却損 ※５ 936   653 1,349   

３ 投資有価証券評価損   3   2 ―   

４ 関係会社株式評価損   ―   60 155   

５ 関係会社株式売却損   ―   ― 42   

６ 役員退職慰労金   10 950 0.9 ― 715 0.5 10 1,558 0.6

税金等調整前 
中間(当期)純利益    4,710 4.2 6,244 4.8   15,817 6.5

法人税、住民税 
及び事業税   129   1,830 4,897   

法人税等調整額   2,390 2,519 2.2 933 2,763 2.1 1,652 6,549 2.7

少数株主利益 
(△は少数株主損失)    6 0.0 △42 △0.0   △3 △0.0

中間(当期)純利益    2,184 2.0 3,523 2.7   9,270 3.8

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   22,429 22,440   22,429

Ⅱ 資本剰余金増加高     

１ その他資本剰余金振替額 ― ― ― ― 10 10

Ⅲ 資本剰余金減少高     

１ 自己株式処分差損 0 0 ― ― 0 0

Ⅳ 資本剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  22,429 22,440   22,440

      

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   101,841 105,701   101,841

Ⅱ 利益剰余金増加高     

１ 中間(当期)純利益 2,184 2,184 3,523 3,523 9,270 9,270

Ⅲ 利益剰余金減少高     

１ 自己株式処分差損 24 103 74 

２ 配当金 881 1,232 1,898 

３ 役員賞与金 188 201 188 

４ 再評価差額金取崩額 3,195 1,439 3,195 

５ その他資本剰余金への 
振替額 

― ― 10 

６ 連結除外による 
利益剰余金減少高 

40 4,330 ― 2,977 44 5,410

Ⅳ 利益剰余金 
  中間期末(期末)残高 

  99,695 106,246   105,701

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 税金等調整前中間 
  (当期)純利益 

 4,710 6,244 15,817

２ 減価償却費  2,373 3,116 5,184

３ 貸倒引当金の増加額  85 41 272

４ 受取利息  △23 △12 △49

５ 支払利息  79 38 156

６ 持分法による投資損失  81 87 163

７ 固定資産売却益  △936 △827 △941

８ 投資有価証券売却益  △23 ― △24

９ 固定資産売却損  ― ― 1

10 固定資産除却損  936 653 1,349

11 投資有価証券評価損  3 2 ―

12 関係会社株式評価損  ― 60 155

13 関係会社株式売却損  ― ― 42

14 役員退職慰労金  10 ― 10

15 売上債権の減少(△増加)額  1,764 △477 △1,480

16 棚卸資産の増加額  △3,511 △4,627 △2,785

17 仕入債務の増加額  1,623 4,007 2,786

18 未払消費税の増加 
  (△減少)額 

 △887 36 △782

19 役員賞与の支給額  △188 △201 △188

20 その他  △1,296 △130 271

小計  4,803 8,010 19,957

21 利息の受取額  67 50 86

22 利息の支払額  △82 △75 △163

23 役員退職慰労金支払額  △10 ― △10

24 法人税等の支払額  △2,209 △5,041 △2,303

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 2,568 2,944 17,566



  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度の 
要約キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 有価証券の売却による収入  99 100 199

２ 有形固定資産の 
  取得による支出 

 △5,905 △6,292 △9,966

３ 有形固定資産の 
  売却による収入 

 361 471 3,699

４ 投資有価証券の 
  取得による支出 

 △2 △2 △1,320

５ 投資有価証券の 
  売却による収入 

 31 3 72

６ 新規連結子会社の 
  取得による支出 

 ― △365 ―

７ 連結範囲の変更を伴う 
  関係会社株式の売却 

 ― ― 290

８ 貸付けによる支出  △82 △377 △238

９ 貸付金の回収による収入  16 258 85

10 無形固定資産の増加  △265 △360 △647

11 長期差入保証金の増加  △1,518 △152 △5,471

12 その他  △539 △641 △918

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △7,804 △7,360 △14,215

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

１ 短期借入金の純増加額  1,080 650 1,480

２ 長期借入金の返済 
  による支出 

 △455 △410 △889

３ 社債の償還による支出  ― △5,000 ―

４ 自己株式の取得による支出  △992 △139 △3,401

５ 自己株式の売却による収入  167 2,000 456

６ 提出会社による配当金の 
  支払額 

 △881 △1,233 △1,897

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △1,081 △4,132 △4,252

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 5 45 △34

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額  △6,312 △8,503 △935

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
  期首残高 

 46,114 45,176 46,114

  連結除外による 
  期首残高修正額 

 △2 ― △2

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 

 39,799 36,672 45,176

    



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 子会社の数及び連結子会社名 

㈱ワールドインダストリー 

㈱ワールドストアパートナー

ズ 

㈱ワールド・ビジネス・ブレ

イン 

㈱ワールドビジネスサポート 

㈱イッツデモ 

㈱エー・ティー 

㈱ノーリッジインターナショ

ナル 

㈱ルモンデグルメ 

本多染色工業㈱ 

WORLD HKG CO., LTD. 

世界時装(中国)有限公司 

台湾和亜留土股份有限公司 

World Korea Co., Ltd. 

WORLD SINGAPORE PTE.,LTD. 

上海世界連合服装有限公司 

㈱ワールドビジネスサポー

ト、㈱イッツデモは新規設立に

より、当中間連結会計期間より

連結の範囲に含めております。

尚、従来連結の範囲に含めてお

りました㈲ビッグステップにつ

きましては、清算により連結の

範囲から除外しておりますが、

損益計算書のみ連結しておりま

す。 

  

連結子会社 15社

非連結子会社 ２社

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 子会社の数及び連結子会社名 

㈱ワールドインダストリー 

㈱ワールドストアパートナー

ズ 

㈱ワールド・ビジネス・ブレ

イン 

㈱ワールドビジネスサポート 

㈱イッツデモ 

㈱ノーリッジインターナショ

ナル 

㈱ルモンデグルメ 

本多染色工業㈱ 

㈱プライムキャスト 

㈱ワールドインダストリー福

島 

㈱ジェイテックス 

WORLD HKG CO., LTD. 

世界時装(中国)有限公司 

台湾和亜留土股份有限公司 

World Korea Co., Ltd. 

WORLD SINGAPORE PTE.,LTD. 

上海世界連合服装有限公司 

主要な非連結子会社の名称

は、WORLD ITALY S.R.L.であり

ます。 

㈱プライムキャスト、㈱ワー

ルドインダストリー福島、㈱ジ

ェイテックスは、新たに株式を

取得したことにより、当中間連

結会計期間より連結の範囲に含

めております。 

  

連結子会社 17社

非連結子会社 ２社

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 子会社の数 

連結子会社の名称は「第１ 

企業の概況 ４ 関係会社の状

況」に記載しております。ま

た、主要な非連結子会社の名称

は、WORLD ITALY S.R.L.であり

ます。 

㈱ワールドビジネスサポー

ト、㈱イッツデモは新規設立に

より、当連結会計年度より連結

の範囲に含めております。尚、

従来連結の範囲に含めておりま

した㈲ビッグステップは清算に

より、㈱エー・ティーは株式譲

渡により、それぞれ連結の範囲

から除外しておりますが、損益

計算書のみ連結しております。 

連結子会社 14社

非連結子会社 ２社

 (2) 連結除外の理由 

   非連結子会社は、その総資産

合計額、売上高合計額及び中間

純損益並びに利益剰余金等の持

分相当額の合計額のいずれも

が、連結会社の当該項目合計に

比して僅少であり、重要性に乏

しいので連結範囲から除外して

おります。 

 (2) 連結除外の理由 

同左 

 (2) 連結除外の理由 

   非連結子会社は、その総資産

合計額、売上高合計額及び当期

純損益並びに利益剰余金等の持

分相当額の合計額のいずれも

が、連結会社の当該項目合計に

比して僅少であり、重要性に乏

しいので連結範囲から除外して

おります。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社の数及び会社

名 

㈱マーキュリーデザイン 

㈱ダブルジェイ 

寧波保羅哈博服飾有限公司 

関連会社 ３社

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社の数及び会社

名 

㈱ダブルジェイ 

寧波保羅哈博服飾有限公司 

関連会社 ２社

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用会社の数及び会社

名 

   持分法適用関連会社の名称は

「第１ 企業の概況 ４ 関係

会社の状況」に記載しておりま

す。 

   従来、持分法を適用しており

ました㈱マーキュリーデザイン

は株式譲渡により持分法の適用

範囲から除外しておりますが、

投資損益のみ持分法を適用して

おります。 

持分法適用関連会社 ２社

 (2) 持分法非適用会社の数及び主

要な会社名 

主要な非連結子会社の名称

は、WORLD ITALY S.R.L.であり

ます。 

持分法非適用会社に対する投

資については、中間純損益及び

利益剰余金等合計額に占める持

分相当額合計の連結企業集団全

体に対する割合がいずれも僅少

であり、重要性に乏しいので、

持分法を適用せず原価法により

評価しております。 

非連結子会社 ２社

 (2) 持分法非適用会社の数及び主

要な会社名 

主要な非連結子会社の名称

は、WORLD ITALY S.R.L.であり

ます。 

持分法非適用会社に対する投

資については、中間純損益及び

利益剰余金等合計額に占める持

分相当額合計の連結企業集団全

体に対する割合がいずれも僅少

であり、重要性に乏しいので、

持分法を適用せず原価法により

評価しております。 

非連結子会社
及び関連会社 

３社

 (2) 持分法非適用会社の数及び主

要な会社名 

主要な非連結子会社の名称

は、WORLD ITALY S.R.L.であり

ます。 

持分法非適用会社に対する投

資については、それぞれ当期純

損益及び利益剰余金等合計額に

占める持分相当額合計の連結企

業集団全体に対する割合がいず

れも僅少であり、重要性に乏し

いので、持分法を適用せず原価

法により評価しております。 

非連結子会社 
及び関連会社 

３社

 (3) 投資差額の処理 

   持分法適用の結果生じた投資

差額については、その効果の発

現する期間を個別に見積もり償

却期間を決定した上で均等償却

することとしておりますが、金

額が僅少のときは発生時の損益

として処理しております。 

 (3) 投資差額の処理 

同左 

 (3) 投資差額の処理 

同左 

      

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、WORLD HKG 

CO.,LTD.、世界時装(中国)有限公

司、台湾和亜留土股份有限公司、

World Korea Co.,Ltd.、WORLD 

SINGAPORE PTE.,LTD.及び上海世

界連合服装有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。また、

㈱ノーリッジインターナショナル

の中間決算日は７月31日、㈱エ

ー・ティーの中間決算日は８月31

日であります。中間連結財務諸表

の作成に当たっては、同日現在の

財務諸表を使用し、中間連結決算

日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っ

ております。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

連結子会社のうち、WORLD HKG 

CO.,LTD.、世界時装(中国)有限公

司、台湾和亜留土股份有限公司、

World Korea Co.,Ltd.、WORLD 

SINGAPORE PTE.,LTD.及び上海世

界連合服装有限公司の中間決算日

は、６月30日であります。また、

㈱ノーリッジインターナショナル

の中間決算日は７月31日でありま

す。中間連結財務諸表の作成に当

たっては、同日現在の財務諸表を

使用し、中間連結決算日との間に

生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

連結子会社のうち、WORLD HKG 

CO.,LTD.、世界時装(中国)有限公

司、台湾和亜留土股份有限公司、

World Korea Co.,LTD.、WORLD 

SINGAPORE PTE.,LTD.及び上海世

界連合服装有限公司の決算日は12

月31日、㈱ノーリッジインターナ

ショナルの決算日は１月31日であ

ります。尚、連結財務諸表の作成

に当たっては、同日現在の財務諸

表を使用し、連結決算日との間に

生じた重要な取引については連結

上必要な調整を行っております。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     ……償却原価法(定額法) 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

     ……中間決算日の市場価

格等に基づく時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     ……同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

     ……同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  ① 有価証券 

    満期保有目的の債券 

     ……同左 

    その他有価証券 

     時価のあるもの 

     ……連結会計年度末日の

市場価格等に基づく

時価法 

(評価差額は全部資

本直入法により処理

し、売却原価は移動

平均法により算定) 

     時価のないもの 

     ……移動平均法による原

価法 

     時価のないもの 

     ……同左 

     時価のないもの 

     ……同左 

  ② デリバティブ 

     ……時価法 

  ② デリバティブ 

     ……同左 

  ② デリバティブ 

     ……同左 

  ③ 棚卸資産 

    主として総平均法による原

価法 

  ③ 棚卸資産 

同左 

  ③ 棚卸資産 

同左 

    ただし、商品の一部につい

ては売価還元法を適用し、ま

た、季越品については販売可

能価額まで評価下げをしてお

ります。当該評価損の金額

は、976百万円であります。 

    ただし、商品の一部につい

ては売価還元法を適用し、ま

た、季越品については販売可

能価額まで評価下げをしてお

ります。当該評価損の金額

は、1,174 百万円でありま

す。 

    ただし、商品の一部につい

ては売価還元法を適用し、ま

た、季越品については販売可

能価額まで評価下げをしてお

ります。当該評価損の金額

は、1,515 百万円でありま

す。 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

    提出会社及び国内連結子会

社は定率法を採用しておりま

す。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、

定額法を採用しております。 

    また、在外連結子会社は所

在地国の会計基準の規定に基

づく定額法を採用しておりま

す。 

    尚、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物及び 
構築物 

10～50年

器具備品 
(「その他」) 

２～20年

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  ① 有形固定資産 

同左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ② 無形固定資産 

    ソフトウェア(自社利用)に

ついては、提出会社及び国内

連結子会社における社内利用

見込可能期間(主に５年)に基

づく定額法、それ以外のもの

については、主に定額法を採

用しております。 

  ② 無形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準に関

する事項 

  ① 貸倒引当金 

    債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準に関

する事項 

  ① 貸倒引当金 

同左 

 (3) 重要な引当金の計上基準に関

する事項 

  ① 貸倒引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員の賞与支給にあてる

ため、主として、支払賞与見

込額のうち当中間連結会計期

間負担額を計上しておりま

す。 

  ② 賞与引当金 

同左 

  ② 賞与引当金 

    従業員の賞与支給にあてる

ため、主として、翌連結会計

年度支払賞与見込額のうち当

連結会計年度負担額を計上し

ております。 

  ③ 役員賞与引当金 

――― 

  ③ 役員賞与引当金 

    提出会社の役員の賞与支給

にあてるため、支払賞与見込

額のうち当中間連結会計期間

負担額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

――― 

  ④ 返品調整引当金 

    当中間連結会計期間末日以

後に予想される売上返品によ

る損失に備えるため、過去の

返品率等を勘案し、将来の返

品に伴う損失予想額を計上し

ております。 

  ④ 返品調整引当金 

同左 

  ④ 返品調整引当金 

    連結会計年度末日後に予想

される売上返品による損失に

備えるため、過去の返品率等

を勘案し、将来の返品に伴う

損失予想額を計上しておりま

す。 

  ⑤ 退職給付引当金 

    提出会社については、従業

員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当中間連結会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

    主要な連結子会社において

は前払賃金化等の制度を実施

し、退職金制度を採用してお

りません。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 

  ⑤ 退職給付引当金 

同左 

  ⑤ 退職給付引当金 

    提出会社については、従業

員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退

職給付債務の見込額に基づ

き、当連結会計年度末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

    主要な連結子会社において

は前払賃金化等の制度を実施

し、退職金制度を採用してお

りません。 

    数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(10年)による

定額法により按分した額をそ

れぞれ発生の翌連結会計年度

から費用処理することとして

おります。 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、中間

連結決算日の直物為替相場によ

り円貨に換算し、換算差額は損

益として処理しております。

尚、在外子会社等の資産及び負

債、収益及び費用は、中間連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は少数株

主持分及び資本の部における為

替換算調整勘定に含めておりま

す。 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

同左 

 (4) 重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算の基準 

   外貨建金銭債権債務は、連結

決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。尚、在

外子会社等の資産及び負債、収

益及び費用は、連結決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

   リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理を行

っております。 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

    主に繰延ヘッジ処理を適用

しております。尚、金利スワ

ップについては特例処理の要

件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

 (6) 重要なヘッジ会計の方法 

  ① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

    ヘッジ手段 

     ……デリバティブ取引

(為替予約取引及び

金利スワップ取引) 

    ヘッジ対象 

     ……相場変動等による損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及びキャッシュ・

フローが固定されそ

の変動が回避される

もの 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

主として内部規程である

「経理規程」で定めるリスク

管理方法及びそれに付随する

「業務基準書」に基づき、為

替変動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしております。 

  ③ ヘッジ方針 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

    金利スワップ取引において

は、原則として、ヘッジ開始

時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象の

キャッシュ・フローの変動の

累計額とヘッジ手段のキャッ

シュ・フローの変動の累計額

とを比較し、その比率を基礎

に判断しておりますが、契約

の内容等によりヘッジに高い

有効性が明らかに認められる

場合については有効性の判定

を省略しております。 

    為替予約においては、取引

すべてが将来の購入予定に基

づくものであり、実行の可能

性が極めて高いため有効性の

判定は省略しております。 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用し

ております。 

 (7) その他中間連結財務諸表作成

のための重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

 (7) その他連結財務諸表作成のた

めの重要な事項 

  ① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 連結納税制度の適用 

――― 

  ② 連結納税制度の適用 

    当中間連結会計期間から連

結納税制度を適用しておりま

す。 

  ② 連結納税制度の適用 

――― 

      

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

  中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引き

出し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値変動につい

て僅少なリスクしか負わない取得

日から概ね３ヶ月以内に償還期限

の到来する短期投資からなってお

ります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

  連結キャッシュ・フロー計算書

における資金(現金及び現金同等

物)は、手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金可能で

あり、かつ、価値変動について僅

少なリスクしか負わない取得日か

ら概ね３ヶ月以内に償還期限の到

来する短期投資からなっておりま

す。 



表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

(中間連結貸借対照表) 

 前中間連結会計期間において流動負債の「その他」に

含めて表示しておりました「未払金」(前中間連結会計

期間末残高8,286百万円)については、負債・少数株主持

分及び資本の合計額の100分の５を超えたため、当中間

連結会計期間より区分掲記しております。 

――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ――― (外形標準課税) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算書上の表示についての実務上の取

扱い」(企業会計基準委員会 平成

16年２月13日)が公表されたことに

伴い、当連結会計年度から同実務対

応報告書に基づき、法人事業税の付

加価値割及び資本割300百万円を、

販売費及び一般管理費として処理し

ております。 

――― (役員賞与) 

 実務対応報告第13号「役員賞与の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成16年３

月９日)が公表されたことに伴い、

従来利益処分による利益剰余金の減

少として処理していた役員賞与を当

中間連結会計期間から発生時に費用

処理しております。 

――― 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

24,826百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

26,398百万円 

※１ 有形固定資産減価償却累計額 

25,440百万円 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１     ――― ※１     ――― ※１ 返品調整引当金繰入差額０百

万円が売上原価から控除されて

おります。 

      

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

給料手当 
及び賞与 

14,204百万円

賞与引当金 
繰入額 

2,807百万円

退職給付費用 258百万円

販売促進費 903百万円

荷造運搬費 3,669百万円

旅費交通費 1,919百万円

賃借料 7,460百万円

歩率家賃 15,129百万円

減価償却費 2,330百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

給料手当
及び賞与 

16,110百万円

賞与引当金
繰入額 

3,102百万円

役員賞与
引当金繰入額

100百万円

退職給付費用 277百万円

販売促進費 1,382百万円

荷造運搬費 4,440百万円

旅費交通費 2,202百万円

賃借料 9,181百万円

歩率家賃 16,896百万円

減価償却費 3,087百万円

※２ 販売費及び一般管理費のうち

主要な費目及び金額 

給料手当
及び賞与 

31,546百万円

賞与引当金
繰入額 

2,850百万円

退職給付費用 513百万円

販売促進費 1,979百万円

荷造運搬費 8,052百万円

旅費交通費 3,899百万円

賃借料 15,797百万円

歩率家賃 34,020百万円

減価償却費 5,095百万円

      

※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 936百万円

※３ 固定資産売却益の内訳 

土地 827百万円

その他 0百万円

計 827百万円

※３ 固定資産売却益は、土地の売

却によるものであります。 

      

※４     ――― ※４     ――― ※４ 固定資産売却損の内訳 

建物 0百万円

その他 0百万円

計 1百万円

      

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 795百万円

無形固定資産 2百万円

その他 138百万円

計 936百万円

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 509百万円

無形固定資産 6百万円

その他 136百万円

計 653百万円

※５ 固定資産除却損の内訳 

建物 1,104百万円

無形固定資産 2百万円

その他 242百万円

計 1,349百万円



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は以下の

とおりであります。 

(平成16年９月30日) 

 現金及び現金同等物の中間期末残

高と中間連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係は以下の

とおりであります。 

(平成17年９月30日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係は以下のとおりで

あります。 

(平成17年３月31日) 

現金及び 
預金勘定 

20,782百万円

公社債及び投
資信託(有価
証券勘定) 

17,599百万円

取得日から概
ね３ヶ月以内
に償還期限の
到来する金銭
債権信託受益 
権等(流動資
産 「 そ の
他」) 

1,417百万円

現金及び 
現金同等物 

39,799百万円

現金及び
預金勘定 

36,098百万円

取得日から概
ね３ヶ月以内
に償還期限の
到来する金銭
債権信託受益
権等(流動資
産 「 そ の
他」) 

574百万円

現金及び
現金同等物 

36,672百万円

現金及び
預金勘定 

25,061百万円

公社債及び投
資信託(有価
証券勘定) 

18,499百万円

取得日から概
ね３ヶ月以内
に償還期限の
到来する金銭
債権信託受益 
権等(流動資
産 「 そ の
他」) 

1,614百万円

現金及び
現金同等物 

45,176百万円



(リース取引関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

   借手側 

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、有形固

定資産及び無形固定資産の

中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、中間連

結財務諸表規則第15条にお

いて準用する財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定

に基づき、支払利子込み法

によっております。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 222 82 ― 139

器具備品他 
(有形固定
資産「その
他」) 

3,839 2,413 ― 1,425

無形固定 
資産 25 13 ― 12

合計 4,087 2,509 ― 1,577

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

   借手側 

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び中

間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、有形固

定資産及び無形固定資産の

中間期末残高等に占める未

経過リース料中間期末残高

の割合が低いため、中間連

結財務諸表規則第15条にお

いて準用する財務諸表等規

則第８条の６第２項の規定

に基づき、支払利子込み法

によっております。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 212 86 ― 126

器具備品他 
(有形固定
資産「その
他」) 

3,105 1,914 ― 1,190

無形固定 
資産 44 20 ― 23

合計 3,363 2,021 ― 1,341

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引 

   借手側 

  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期

末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、有形固

定資産及び無形固定資産の

期末残高等に占める未経過

リース料期末残高の割合が

低いため、連結財務諸表規

則第15条の３において準用

する財務諸表等規則第８条

の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法によっ

ております。 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置
及び運搬具

235 97 ― 137 

器具備品他
(有形固定
資産「その
他」) 

3,831 2,688 ― 1,143 

無形固定
資産 28 11 ― 17 

合計 4,095 2,797 ― 1,298 

  ② 未経過リース料中間期末残

高相当額及びリース資産減損

勘定の中間期末残高 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

及び無形固定資産の中間期

末残高等に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合

が低いため、中間連結財務

諸表規則第15条において準

用する財務諸表等規則第８

条の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法によっ

ております。 

１年内 779百万円

１年超 798百万円

計 1,577百万円

リース資産 
減損勘定の 
中間期末残高 

―百万円

  ② 未経過リース料中間期末残

高相当額及びリース資産減損

勘定の中間期末残高 

 (注) 未経過リース料中間期末残

高相当額は、有形固定資産

及び無形固定資産の中間期

末残高等に占める未経過リ

ース料中間期末残高の割合

が低いため、中間連結財務

諸表規則第15条において準

用する財務諸表等規則第８

条の６第２項の規定に基づ

き、支払利子込み法によっ

ております。 

１年内 637百万円

１年超 703百万円

計 1,341百万円

リース資産
減損勘定の 
中間期末残高

―百万円

  ② 未経過リース料期末残高相

当額及びリース資産減損勘定

の期末残高 

 (注) 未経過リース料期末残高相

当額は、有形固定資産及び

無形固定資産の期末残高等

に占める未経過リース料期

末残高の割合が低いため、

連結財務諸表規則第15条の

３において準用する財務諸

表等規則第８条の６第２項

の規定に基づき、支払利子

込み法によっております。 

１年内 646百万円

１年超 651百万円

計 1,298百万円

リース資産 
減損勘定の 
期末残高 

―百万円



  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

  ③ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

支払リース料 492百万円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額 

―百万円

減価償却費 
相当額 

492百万円

減損損失 ―百万円

  ③ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

支払リース料 400百万円

リース資産
減損勘定の 
取崩額 

―百万円

減価償却費
相当額 

400百万円

減損損失 ―百万円

  ③ 支払リース料、リース資産

減損勘定の取崩額、減価償却

費相当額及び減損損失 

支払リース料 922百万円

リース資産 
減損勘定の 
取崩額 

―百万円

減価償却費 
相当額 

922百万円

減損損失 ―百万円

  ④ 減価償却費相当額の算定方

法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

  ④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

  ④ 減価償却費相当額の算定方

法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

   借手側 

   未経過リース料 

１年内 88百万円

１年超 90百万円

計 179百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   借手側 

   未経過リース料 

１年内 78百万円

１年超 34百万円

計 112百万円

２ オペレーティング・リース取引 

   借手側 

   未経過リース料 

１年内 80百万円

１年超 63百万円

計 143百万円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

(注) 提出会社及び連結子会社は減損処理を行うにあたり、「金融商品会計に関する実務指針」に基づき、時価が「著しく下落し

た」と判断するための経理基準を設けており、中間連結会計期間末日において時価が取得価額から50％超下落しているもの

及びその他当該経理基準に該当したものを「著しく下落した」と判断しております。 

  

２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日)、当中間連結会計期間末(平成17年９月30日)及び前連結会計年度末(平成

17年３月31日)のいずれにおいても、デリバティブ取引にはヘッジ会計を適用しておりますので、該当事項はありま

せん。 

  

種類 

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

取得原価 
(百万円) 

中間連結 
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

中間連結
貸借対照 
表計上額 
(百万円) 

差額
(百万円) 

取得原価
(百万円) 

連結貸借 
対照表 
計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 株式 213 4,335 4,122 749 9,140 8,390 747 5,462 4,715

(2) 債券         

国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

社債 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

(3) その他 ― ― ― ― ― ― ― ― ―

合計 213 4,335 4,122 749 9,140 8,390 747 5,462 4,715

種類 

前中間連結会計期間末
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

連結貸借対照表 
計上額(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

政府短期証券 16,999 ― 17,999

割引短期国債 99 ― ―

中期国債 200 100 200

その他事業債 99 ― ―

(2) その他有価証券  

追加型証券投資信託 499 ― 499

非上場株式 
(店頭売買株式を除く) 

194 197 197

その他 ― 705 503



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

連結売上高及び営業利益の金額に占める「衣料品事業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セ

グメント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

全セグメントの売上高の合計に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記載を

省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)、当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日

至 平成17年９月30日)及び前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

海外売上高は、連結売上高の10％未満のため、その記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

(重要な後発事象) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 2,755円71銭 １株当たり純資産額 2,971円56銭 １株当たり純資産額 2,876円03銭

１株当たり 
中間純利益 

47円09銭
１株当たり 
中間純利益 

76円93銭
１株当たり
当期純利益 

196円21銭

潜在株式調整後 
１株当たり中間純利益 

46円85銭
潜在株式調整後
１株当たり中間純利益 

76円57銭
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益 

195円23銭

(１株当たり中間純利益又は潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定上の基礎) 

  

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

  

(潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式増

加数の主要な内訳) 

中間連結損益計算書
上の中間純利益 

2,184百万円

普通株式に係る 
中間純利益 

2,184百万円

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均 
株式数 

46,375,798株

新株予約権 244,877株

(１株当たり中間純利益又は潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定上の基礎) 

  

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

  

(潜在株式調整後１株当たり中間純

利益の算定に用いられた普通株式増

加数の主要な内訳) 

中間連結損益計算書
上の中間純利益 

3,523百万円

普通株式に係る
中間純利益 

3,523百万円

 該当事項はありません。 

普通株式の期中平均
株式数 

45,801,096株

新株予約権 215,271株

(１株当たり当期純利益又は潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定上の基礎) 

  

普通株主に帰属しない金額の主要な

内訳 

  

(潜在株式調整後１株当たり当期純

利益の算定に用いられた普通株式増

加数の主要な内訳) 

連結損益計算書上の 
当期純利益 

9,270百万円

普通株式に係る
当期純利益 

9,069百万円

利益処分による
役員賞与金 

201百万円

普通株式の期中平均 
株式数 

46,224,247株

新株予約権 230,638株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式に
よるストックオプシ
ョン 

839,000株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式に
よるストックオプシ
ョン 

―株

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり当期純利益の算

定に含まれなかった潜在株式の概要 

自己株式取得方式に
よるストックオプシ
ョン 

―株

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― 自己株式の消却 

１ 提出会社は、平成17年11月30日

開催の取締役会において、商法第

212条の規定に従い自己の普通株

式を消却することを決議し、消却

手続きを完了致しました。 

２ 消却株式数    5,722,465株 

３ 消却の時期 平成17年11月30日 

――― 

――― 債務保証 

 提出会社は、平成17年12月１日開

催の取締役会において、提出会社の

親会社である株式会社ハーバーホー

ルディングスアルファの金融機関か

らの借入金154,000百万円及びそれ

に付帯する一切の債務について、連

帯保証を行うことを決議し、実行し

ております。 

――― 



(2) 【その他】 

該当事項はありません。 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金   17,686   32,121 21,211   

２ 受取手形   603   460 533   

３ 売掛金   24,213   27,706 26,599   

４ 有価証券   17,799   100 18,699   

５ 棚卸資産   16,923   20,730 16,537   

６ 繰延税金資産   2,745   2,760 3,036   

７ その他 ※２ 7,776   8,668 3,319   

８ 貸倒引当金   △300   △440 △440   

流動資産合計    87,448 46.2 92,108 45.2   89,498 44.9

Ⅱ 固定資産          

１ 有形固定資産 ※１        

(1) 建物   19,039   21,927 20,622   

(2) 土地   36,053   31,036 36,053   

(3) その他   9,653   11,085 9,895   

有形固定資産合計   64,746   34.2 64,049 31.5 66,571   33.4

２ 無形固定資産   2,612   1.4 2,567 1.3 2,636   1.3

３ 投資その他の資産          

(1) 投資有価証券   9,695   16,494 11,562   

(2) 長期貸付金   3,264   3,170 2,523   

(3) 長期差入保証金   17,861   23,055 22,805   

(4) 繰延税金資産   1,312   ― 779   

(5) その他   5,641   6,494 6,411   

(6) 貸倒引当金   △3,250   △4,360 △3,360   

投資その他の 
資産合計   34,525   18.2 44,854 22.0 40,721   20.4

固定資産合計    101,884 53.8 111,471 54.8   109,930 55.1

資産合計    189,333 100.0 203,579 100.0   199,428 100.0



  

    前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形   1,887   1,059 1,642   

２ 買掛金   29,372   34,951 30,116   

３ 短期借入金   3,964   4,965 4,625   

４ １年内償還予定の 
  社債   5,000   ― 5,000   

５ 未払金   12,184   13,168 13,536   

６ 未払法人税等   162   1,870 4,967   

７ 賞与引当金   1,854   1,830 1,915   

８ 役員賞与引当金   ―   100 ―   

９ その他 ※２ 2,884   2,394 2,230   

流動負債合計    57,308 30.3 60,339 29.6   64,034 32.1

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金   1,065   300 400   

２ 退職給付引当金   1,633   2,126 1,873   

３ 繰延税金負債   ―   401 ―   

４ 再評価に係る 
繰延税金負債   122   1,110 122   

５ その他   480   534 519   

固定負債合計    3,300 1.7 4,472 2.2   2,915 1.5

負債合計    60,609 32.0 64,811 31.8   66,949 33.6

(資本の部)          

Ⅰ 資本金    18,739 9.9 18,739 9.2   18,739 9.4

Ⅱ 資本剰余金          

１ 資本準備金   22,428   22,428 22,428   

資本剰余金合計    22,428 11.8 22,428 11.0   22,428 11.2

Ⅲ 利益剰余金          

１ 利益準備金   2,014   2,014 2,014   

２ 任意積立金   96,020   99,520 96,020   

３ 中間(当期) 
  未処分利益   2,406   5,054 7,880   

利益剰余金合計    100,441 53.1 106,589 52.4   105,915 53.1

Ⅳ 土地再評価差額金    178 0.1 1,617 0.8   178 0.1

Ⅴ その他有価証券 
  評価差額金    2,439 1.3 5,002 2.5   2,790 1.4

Ⅵ 自己株式    △15,503 △8.2 △15,609 △7.7   △17,573 △8.8

資本合計    128,723 68.0 138,768 68.2   132,478 66.4

負債・資本合計    189,333 100.0 203,579 100.0   199,428 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    104,896 100.0 123,482 100.0   231,191 100.0

Ⅱ 売上原価    42,335 40.4 48,964 39.7   91,758 39.7

売上総利益    62,561 59.6 74,518 60.3   139,432 60.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費    56,502 53.8 67,879 54.9   120,613 52.2

営業利益    6,058 5.8 6,638 5.4   18,818 8.1

Ⅳ 営業外収益 ※１  970 0.9 1,218 1.0   1,536 0.7

Ⅴ 営業外費用 ※２  1,602 1.5 1,724 1.4   3,024 1.3

経常利益    5,427 5.2 6,131 5.0   17,331 7.5

Ⅵ 特別利益 ※３  960 0.9 827 0.7   966 0.4

Ⅶ 特別損失 ※４  1,791 1.7 697 0.6   2,463 1.1

税引前中間 
(当期)純利益    4,596 4.4 6,261 5.1   15,833 6.8

法人税、住民税 
及び事業税   18   1,682 4,714   

法人税等調整額   1,789 1,807 1.7 927 2,610 2.1 1,790 6,504 2.8

中間(当期)純利益    2,788 2.7 3,651 3.0   9,328 4.0

前期繰越利益    2,838 2,946   2,838 

自己株式処分差損    24 103   74 

再評価差額金取崩額    △3,195 △1,439   △3,195 

中間配当額    ― ―   1,016 

中間(当期) 
未処分利益    2,406 5,054   7,880 

           



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価

方法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   ……償却原価法(定額法) 

  子会社株式及び関連会社株式

   ……移動平均法による原価

法 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   ……同左 

  子会社株式及び関連会社株式

   ……同左 

(1) 有価証券 

  満期保有目的の債券 

   ……同左 

  子会社株式及び関連会社株式 

   ……同左 

    その他有価証券 

   時価のあるもの 

   ……中間決算日の市場価格

等に基づく時価法 

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定) 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   ……同左 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

   ……決算日の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定) 

     時価のないもの 

   ……移動平均法による原価

法 

   時価のないもの 

   ……同左 

   時価のないもの 

   ……同左 

  (2) デリバティブ 

   ……時価法 

(2) デリバティブ 

   ……同左 

(2) デリバティブ 

   ……同左 

  (3) 棚卸資産 

  商品・貯蔵品 

   ……総平均法による原価法

   ただし、商品の一部につい

ては売価還元法を適用し、ま

た、季越品については販売可

能価額まで評価下げをしてお

ります。当該評価損の金額

は、862百万円であります。 

(3) 棚卸資産 

  商品・貯蔵品 

   ……同左 

   ただし、商品の一部につい

ては売価還元法を適用し、ま

た、季越品については販売可

能価額まで評価下げをしてお

ります。当該評価損の金額

は、1,182 百万円でありま

す。 

(3) 棚卸資産 

  商品・貯蔵品 

   ……同左 

   ただし、商品の一部につい

ては売価還元法を適用し、ま

た、季越品については販売可

能価額まで評価下げをしてお

ります。当該評価損の金額

は、1,371 百万円でありま

す。 

        

２ 固定資産の減価償却の方

法 

(1) 有形固定資産 

  定率法 

   ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物(建物附属

設備を除く)については、定

額法を採用しております。 

   尚、主な耐用年数は以下の

とおりであります。 

建物 10～50年

器具備品 
(有形固定資産
「その他」) 

２～20年
  
  

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

  ソフトウェア(自社利用)につ

いては、社内における見込利用

可能期間(５年)に基づく定額

法、それ以外のものについては

定額法を採用しております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

  定額法 

   主な耐用年数は２～27年 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 



  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不

能見込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給にあてるた

め、支払賞与見込額のうち当中

間期負担額を計上しておりま

す。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

  従業員の賞与支給にあてるた

め、翌期支払賞与見込額のうち

当期負担額を計上しておりま

す。 

  (3) 役員賞与引当金 

――― 

(3) 役員賞与引当金 

  役員の賞与支給にあてるた

め、支払賞与見込額のうち当中

間期負担額を計上しておりま

す。 

(3) 役員賞与引当金 

――― 

  (4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当中間期

末において発生していると認め

られる額を計上しております。 

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債

務の見込額に基づき、当期末に

おいて発生している額を計上し

ております。 

  数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(10年)による定額法により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としております。 

        

４ 外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決算

日の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。 

同左  外貨建金銭債権債務は、決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理し

ております。 

        

５ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理を行っておりま

す。 

同左 同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

   主に繰延ヘッジ処理を適用

しております。尚、金利スワ

ップについては特例処理の要

件を満たしている場合は特例

処理を採用しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  (2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

   ヘッジ手段 

……デリバティブ取引

(為替予約取引及び

金利スワップ取引) 

   ヘッジ対象 

    ……相場変動等による損

失の可能性があり、

相場変動等が評価に

反映されていないも

の及びキャッシュ・

フローが固定され、

その変動が回避され

るもの 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  (3) ヘッジ方針 

   主として内部規程である

「経理規程」で定めるリスク

管理方法及びそれに付随する

「業務基準書」に基づき、為

替変動リスク及び金利変動リ

スクをヘッジしております。

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

  (4) ヘッジ有効性評価の方法 

   金利スワップ取引において

は、原則として、ヘッジ開始

時から有効性判定時点までの

期間において、ヘッジ対象の

キャッシュ・フローの変動の

累計額とヘッジ手段のキャッ

シュ・フローの変動の累計額

とを比較し、その比率を基礎

に判断しておりますが、契約

の内容等によりヘッジに高い

有効性が明らかに認められる

場合については有効性の判定

を省略しております。 

   為替予約においては、取引

すべてが将来の購入予定に基

づくものであり、実行の可能

性が極めて高いため有効性の

判定は省略しております。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

        

７ その他中間財務諸表(財

務諸表)作成のための基

本となる重要な事項 

(1) 消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会

計処理は、税抜方式を採用し

ております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 連結納税制度の適用 

――― 

(2) 連結納税制度の適用 

   当中間会計期間から連結納

税制度を適用しております。

(2) 連結納税制度の適用 

――― 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― ――― (外形標準課税) 

 実務対応報告第12号「法人事業税

における外形標準課税部分の損益計

算上の表示についての実務上の取扱

い」(企業会計基準委員会 平成16

年２月13日)が公表されたことに伴

い、当期から同実務対応報告書に基

づき、法人事業税の付加価値割及び

資本割300百万円を、販売費及び一

般管理費として処理しております。 

――― (役員賞与) 

 実務対応報告第13号「役員賞与の

会計処理に関する当面の取扱い」

(企業会計基準委員会 平成16年３

月９日)が公表されたことに伴い、

従来利益処分による未処分利益の減

少として処理していた役員賞与を当

中間会計期間から発生時に費用処理

しております。 

――― 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産 

    減価償却累計額 

21,886百万円 

※１ 有形固定資産 

    減価償却累計額 

23,883百万円 

※１ 有形固定資産 

    減価償却累計額 

23,193百万円 

      

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動資産「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※２ 消費税等の取扱い 

   仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重要

性が乏しいため、流動負債「そ

の他」に含めて表示しておりま

す。 

※２     ――― 

 ３     ―――  ３ 保証債務 

   関係会社の金融機関等に対す

る保証 

㈱プライム
キャスト 

14百万円

 ３     ――― 



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 44百万円

受取配当金 535百万円

賃貸収入 251百万円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 30百万円

受取配当金 509百万円

賃貸収入 326百万円

※１ 営業外収益のうち重要なもの 

受取利息 89百万円

受取配当金 543百万円

賃貸収入 518百万円

      

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 20百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 17百万円

※２ 営業外費用のうち重要なもの 

支払利息 38百万円

      

※３ 特別利益のうち重要なもの 

固定資産 
売却益 

936百万円

うち 土地 936百万円

※３ 特別利益のうち重要なもの 

固定資産
売却益 

827百万円

うち 土地 827百万円

※３ 特別利益のうち重要なもの 

固定資産
売却益 

941百万円

うち 土地 941百万円

      

※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの ※４ 特別損失のうち重要なもの 

  

  

固定資産 
除却損 

925百万円

うち 建物 787百万円

   器具備品 132百万円

   (有形固定資産 
   「その他」) 

   その他 4百万円

  

  

固定資産
除却損 

634百万円

うち 建物 503百万円

   器具備品 122百万円

   (有形固定資産
   「その他」) 

   ソフト
   ウェア

6百万円

   その他 1百万円

  

  

  

固定資産
除却損 

1,308百万円

うち 建物 1,090百万円

   器具備品 208百万円

  (有形固定資産 
   「その他」) 

  ソフト 
   ウェア 

2百万円

  (無形固定資産) 

   その他 6百万円

      

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,626百万円

無形固定資産 325百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 2,174百万円

無形固定資産 370百万円

 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 3,619百万円

無形固定資産 674百万円



(リース取引関係) 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
   借手側 
  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、有形固
定資産の中間期末残高等に
占める未経過リース料中間
期末残高の割合が低いた
め、中間財務諸表等規則第
５条の３において準用する
財務諸表等規則第８条の６
第２項の規定に基づき、支
払利子込み法によっており
ます。 

  
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車輌運搬具 
(有形固定
資産「その
他」) 

26 24 ― 2

器具備品 
(有形固定
資産「その
他」) 

3,393 2,128 ― 1,265

合計 3,420 2,152 ― 1,267

 リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
   借手側 
  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び中
間期末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、有形固
定資産の中間期末残高等に
占める未経過リース料中間
期末残高の割合が低いた
め、中間財務諸表等規則第
５条の３において準用する
財務諸表等規則第８条の６
第２項の規定に基づき、支
払利子込み法によっており
ます。 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

減損損失
累計額 
相当額 
(百万円)

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

車輌運搬具 
(有形固定
資産「その
他」) 

8 8 ― ―

器具備品 
(有形固定
資産「その
他」) 

2,936 1,809 ― 1,127

合計 2,945 1,817 ― 1,127

リース物件の所有権が借主に移転
すると認められるもの以外のファイ
ナンス・リース取引 
   借手側 
  ① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額、
減損損失累計額相当額及び期
末残高相当額 

 (注) 取得価額相当額は、有形固
定資産の期末残高等に占め
る未経過リース料期末残高
の割合が低いため、財務諸
表等規則第８条の６第２項
の規定に基づき、支払利子
込み法によっております。 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

減損損失 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

車輌運搬具
(有形固定
資産「その
他」) 

26 25 ― 0 

器具備品
(有形固定
資産「その
他」) 

3,635 2,555 ― 1,079 

合計 3,661 2,581 ― 1,080 

  ② 未経過リース料中間期末残
高相当額及びリース資産減損
勘定の中間期末残高 

 (注) 未経過リース料中間期末残
高相当額は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める
未経過リース料中間期末残
高の割合が低いため、中間
財務諸表等規則第５条の３
において準用する財務諸表
等規則第８条の６第２項の
規定に基づき、支払利子込
み法によっております。 

１年内 689百万円
１年超 577百万円
計 1,267百万円
リース資産 
減損勘定の 
中間期末残高 

―百万円

  ② 未経過リース料中間期末残
高相当額及びリース資産減損
勘定の中間期末残高 

 (注) 未経過リース料中間期末残
高相当額は、有形固定資産
の中間期末残高等に占める
未経過リース料中間期末残
高の割合が低いため、中間
財務諸表等規則第５条の３
において準用する財務諸表
等規則第８条の６第２項の
規定に基づき、支払利子込
み法によっております。 

１年内 570百万円
１年超 556百万円
計 1,127百万円
リース資産
減損勘定の 
中間期末残高

―百万円

 ② 未経過リース料期末残高相
当額及びリース資産減損勘定
の期末残高 

 (注) 未経過リース料期末残高相
当額は、有形固定資産の期
末残高等に占める未経過リ
ース料期末残高の割合が低
いため、財務諸表等規則第
８条の６第２項の規定に基
づき、支払利子込み法によ
っております。 

１年内 581百万円
１年超 498百万円
計 1,080百万円
リース資産 
減損勘定の 
期末残高 

―百万円

  ③ 支払リース料、リース資産
減損勘定の取崩額、減価償却
費相当額及び減損損失 
支払リース料 440百万円
リース資産 
減損勘定の 
取崩額 

―百万円

減価償却費 
相当額 

440百万円

減損損失 ―百万円

  ③ 支払リース料、リース資産
減損勘定の取崩額、減価償却
費相当額及び減損損失 
支払リース料 366百万円
リース資産
減損勘定の 
取崩額 

―百万円

減価償却費
相当額 

366百万円

減損損失 ―百万円

 ③ 支払リース料、リース資産
減損勘定の取崩額、減価償却
費相当額及び減損損失 
支払リース料 869百万円
リース資産 
減損勘定の 
取崩額 

―百万円

減価償却費 
相当額 

869百万円

減損損失 ―百万円
  ④ 減価償却費相当額の算定方

法 
リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定額
法によっております。 

  ④ 減価償却費相当額の算定方
法 

同左 

 ④ 減価償却費相当額の算定方
法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末、当中間会計期間末及び前事業年度末のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。 

  

(重要な後発事象) 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

――― 自己株式の消却 

１ 当社は、平成17年11月30日開催

の取締役会において、商法第212

条の規定に従い自己の普通株式を

消却することを決議し、消却手続

きを完了致しました。 

２ 消却株式数    5,722,465株 

３ 消却の時期 平成17年11月30日 

――― 

――― 債務保証 

 当社は、平成17年12月１日開催の

取締役会において、当社の親会社で

ある株式会社ハーバーホールディン

グスアルファの金融機関からの借入

金154,000百万円及びそれに付帯す

る一切の債務について、連帯保証を

行うことを決議し、実行しておりま

す。 

――― 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 

(1) 
  

有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第47期) 

自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
平成17年６月27日 
関東財務局長に提出。 

  
(2) 

  
自己株券買付状況 
報告書 

        
平成17年４月15日 
平成17年５月13日 
平成17年６月15日 
平成17年７月15日 
関東財務局長に提出。 

            
(3) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第３号(親会社の異
動)及び４号(主要株主の異動)の規
定に基づくもの 

  平成17年９月５日 
関東財務局長に提出。 

          
(4) 臨時報告書 企業内容等の開示に関する内閣府

令第19条第２項第６号の２(株式交
換)の規定に基づくもの 

  平成17年９月28日 
関東財務局長に提出。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

株 式 会 社 ワ ー ル ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワールドの

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ワールド及び連結子会社の平成１６年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１６年４月１日から平成１６年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月８日

株 式 会 社 ワ ー ル ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワールドの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キ

ャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の

立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ワールド及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１１月３０日開催の取締役会において、商法第212条の規定に従い

自己の普通株式を消却することを決議し、消却手続を完了した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月１日開催の取締役会において、会社の親会社である株式会

社ハーバーホールディングスアルファの金融機関からの借入及びそれに付帯する一切の債務について、連帯保証を行うことを決

議し、実行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１６年１２月１７日

株 式 会 社 ワ ー ル ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワールドの

平成１６年４月１日から平成１７年３月３１日までの第４７期事業年度の中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ワールドの平成１６年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１６年４月１日から平成１６年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１２月８日

株 式 会 社 ワ ー ル ド 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ワールドの

平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第４８期事業年度の中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３

０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ワールドの平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９

月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 １．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１１月３０日開催の取締役会において、商法第212条の規定に従い

自己の普通株式を消却することを決議し、消却手続を完了した。 

 ２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成１７年１２月１日開催の取締役会において、会社の親会社である株式会

社ハーバーホールディングスアルファの金融機関からの借入及びそれに付帯する一切の債務について、連帯保証を行うことを決

議し、実行している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 津 景 豊 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 松 田   茂 
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